
【表紙】 

【提出書類】 有価証券報告書 

【根拠条文】 証券取引法第24条第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成19年６月28日 

【事業年度】 第26期（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

【会社名】 株式会社フライングガーデン 

【英訳名】 FLYING GARDEN CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  野沢 八千万 

【本店の所在の場所】 栃木県小山市本郷町三丁目４番18号 

【電話番号】 0285（30）4129（代表） 

【事務連絡者氏名】 取締役管理部長  片柳 紀之 

【最寄りの連絡場所】 栃木県小山市本郷町三丁目４番18号 

【電話番号】 0285（30）4129（代表） 

【事務連絡者氏名】 取締役管理部長  片柳 紀之 

【縦覧に供する場所】 株式会社ジャスダック証券取引所 

（東京都中央区日本橋茅場町一丁目４番９号） 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

売上高（千円） 4,956,267 5,846,607 6,730,665 7,310,116 8,182,647 

経常利益（千円） 231,483 363,313 367,303 339,508 336,022 

当期純利益（千円） 134,118 172,016 236,164 197,943 117,174 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 236,500 358,900 358,900 579,900 579,900 

発行済株式総数（株） 684,700 864,700 1,037,640 1,207,640 1,449,168 

純資産額（千円） 952,563 1,422,432 1,614,339 2,215,786 2,285,036 

総資産額（千円） 3,226,663 3,965,506 4,232,611 4,893,187 4,826,415 

１株当たり純資産額（円） 1,391.21 1,634.01 1,547.55 1,833.10 1,579.48 

１株当たり配当額 

（内１株当たり中間配当額） 

（円） 

5.00 

(－) 

40.00 

(－) 

30.00 

(－) 

30.00 

(－) 

30.00 

(－) 

１株当たり当期純利益（円） 198.94 234.66 218.47 177.21 80.99 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 29.5 35.9 38.1 45.3 47.3 

自己資本利益率（％） 15.3 14.5 14.6 10.3 5.2 

株価収益率（倍） － 20.0 10.1 13.4 15.6 

配当性向（％） 2.51 17.05 13.70 18.31 37.04 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
451,767 422,211 526,555 453,754 529,700 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△324,073 △717,561 △618,009 △856,784 △306,038 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
137,027 484,327 △63,422 481,494 △330,205 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
418,501 607,477 452,601 531,065 424,522 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（名） 

136 

(431) 

142 

(570) 

139 

(693) 

151 

(781) 

170 

(821) 



 （注）１ 当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため、記載しておりません。 

４ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

５ 第22期の株価収益率は、当社株式が非上場であり店頭登録もしていませんので記載しておりません。 

６ 第22期、第23期、第24期、第25期については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、中央青山監査法人

(現みすず監査法人）の監査を受けており、第26期に関しては証券取引法第193条の２の規定に基づき監査法

人トーマツの監査を受けております。 

７ 当社は、平成16年11月22日付で株式１株につき1.2株、平成18年４月１日付で株式1株につき1.2株の分割を

行っております。 

８ 第23期の1株当たり配当額には、株式公開記念配当10円が含まれております。 



２【沿革】 

昭和51年11月 群馬県桐生市末広町に現代表取締役社長野沢八千万が、ピザ・クレープの店「ノザワ」を個人に

て創業する。 

昭和56年12月 資本金5,000千円にて株式会社ノザワハッピーフーズ事業本部を群馬県桐生市末広町に設立す

る。 

昭和58年７月 ノザワハッピーフーズ株式会社に商号変更する。 

昭和59年８月 群馬県に郊外型レストラン一号店としてフライングガーデン「新桐生店」を群馬県桐生市に開店

する。 

昭和60年12月 本社を群馬県桐生市巴町に移転する。 

昭和61年４月 栃木県に初の店舗として、「足利店」を栃木県足利市に開店する。 

平成２年２月 本社を栃木県宇都宮市に移転する。 

平成３年３月 本社を群馬県桐生市に移転する。 

平成８年11月 株式会社フライングガーデンと商号変更する。 

平成11年４月 茨城県に初の店舗として、「結城店」を茨城県結城市に開店する。 

平成11年７月 栃木県小山市に営業本部を開設する。 

平成12年４月 埼玉県に初の店舗として、「深谷店」を埼玉県深谷市に開店する。 

平成13年４月 人材開発と教育の強化を目的に、栃木県小山市にトレーニングキッチンを開設する。 

平成13年12月 30店舗目として、「加須店」を埼玉県加須市に開店する。 

平成14年７月 本社を栃木県小山市に移転する。 

平成15年10月 40店舗目として、「つくば西平塚店」を茨城県つくば市に開店する。 

平成16年３月 日本証券業協会に株式を店頭登録。 

平成16年６月 千葉県に初の店舗として、「千葉ニュータウン店」を千葉県印西市に開店する。 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場。 

平成17年３月 50店舗目として、「岩槻店」を埼玉県岩槻市に開店する。 

平成18年４月 60店舗目として、「川越埼玉医大前店」を埼玉県川越市に開店する。 



３【事業の内容】 

 当社は「人類の幸福を向上させるために、飲食事業を通じ社会貢献をし、お客様満足度日本一のレストランチェー

ンを目指す」という企業使命の下に、ハンバーグ・チキンをメニューの中心とした郊外型レストラン「フライングガ

ーデン」の直営多店舗展開を事業の内容としております。当社の出店形態は、郊外型のロードサイド店を中心とし、

出店地域は栃木県・群馬県・茨城県・埼玉県を中心に千葉県北部まで広がっております。 

 事業の系統図は、次のとおりであります。 

４【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１ 従業員数は就業員数であり、（ ）内にパートタイマー及びアルバイト（１日８時間換算）を外数で記載し

ております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員が前期末に比べ19名増加しましたのは、新規出店に備えた新規採用であります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年３月31日現在

従業員数（名） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

 170（821）名 29.2 4.8 4,628 



第２【事業の状況】 

 当社は、ファミリーレストランのみを営んでおり、連結子会社を有しておらず、また日本国内のみの事業展開であ

るため、事業の種類別セグメント情報又は地域別セグメント情報の開示を要しない会社に該当いたします。したがっ

て、「事業の状況」の各項は当社単体、かつファミリーレストラン事業のみについての記載であります。 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当期におけるわが国経済は、原油高や米国経済の減速等の懸念材料はあったものの、国内企業の設備投

資の増加等の内需主導の好循環により、緩やかながら底堅い状況が続いております。 

 しかし個人消費など家計部門では、企業の賃金抑制などで数字が示すほどには、景気拡大の実感が伴わ

ない年でありました。 

 外食業界におきましても、企業間競争はますます激しさを増しております。原油高や材料費の高止まり

に加え、若年人口の減少やバブル期以来の労働者不足から人件費が高騰するなどさらに厳しい経営環境が

続いております。 

 このような環境におきまして当社は、「高収益事業構造の構築」を目標に、サービス力の向上を目指し

て、引き続き新入社員・パート社員の採用を行うとともに、販促活動・オペレーションの見直しを行い、

店舗のCQSレベルの底上げに取組んで参りました。 

 メニューに関しましても、看板商品の「爆弾ハンバーグ」を磨き上げることに注力する一方、ステーキ

の品質向上に努めるなど、よりお客様に魅力ある商品作りに励んで参りました。 

 出店に関しましては、「海浜公園前店」（茨城県ひたちなか市）、「笠松運動公園前店」（茨城県ひた

ちなか市）２店舗を新たに水戸地区へ出店するとともに、「所沢下富店」（埼玉県所沢市）、「真岡店」

（栃木県真岡市）など、既存のドミナントエリアを固める出店をした結果、埼玉県2店舗、茨城県2店舗、

栃木県1店舗の計5店舗を新規出店し、当期末現在の店舗数は64店舗となりました。 

 売上高については、メニュー改訂による、高品質のステーキ商品の投入や、お得なセットメニューの投

入による、客単価の上昇や、水戸地区の新規店舗が好調に推移したことなどを受け、計画を上回る結果を

収めることが出来ました。 

 経費面では、牛肉をはじめとした原材料費の高止まり傾向が続き、さらに優れた人材を確保するため、

採用費及びパート社員の時給単価の上昇による人件費などがコスト増となりました。 

 また、「固定資産の減損に係る会計基準」に伴い、５店舗分66,560千円の減損損失を特別損失に計上し

たことにより、当期純利益が大幅減となりました。 

 この結果、当期の売上高は8,182,647千円（前期比11.9％増）、営業利益は360,579千円（前期比2.6％

減）、経常利益は336,022千円（前期比1.0％減）、当期純利益は117,174千円（前期比40.8％減）と増収減

益となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、有形固定資産の取得による支出

の減少等の要因により、一部相殺されたものの、株式の発行による収入、長期借入れによる収入(前期比

69.5％減)等が大きく減少したことにより、前事業年度末に比べ106,543千円減少し、424,522千円となりま

した。 

 また当事業年度中における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

当事業年度における営業活動の結果得られた資金は、529,700千円（前期比16.7％増）となりました。 

これは主に税引前当期利益288,362千円（前期比15.1％減）、減価償却費289,599千円（前期比3.6％増）を

計上したことによるものであります。 

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

当事業年度における投資活動の結果使用した資金は306,038千円（前期比64.3％減）となりました。 

これは主に有形固定資産の取得による支出254,337千円（前期比66.6％減）、差入保証金の増加による支出

52,820千円（前期比25.0％減）を計上したことによるものであります。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

当事業年度における財務活動の結果使用した資金は330,205千円（前事業年度は481,494千円の獲得）とな

りました。これは主に長期借入金の返済による支出493,450千円（前期比13.7％減）を計上したことによる

ものであります。  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社は生産を行っていないため、該当事項はありません。 

(2）食材等仕入実績 

 第25期及び第26期の食材等仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は仕入価額によって表示しております。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(3）受注実績 

 当社は、最終消費者へ直接販売する飲食業を行っておりますので、受注状況は記載しておりません。 

(4）販売実績 

 第26期における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。なお当社は一般顧客を対象とした店舗

販売ですので、特定の販売先はありません。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(5）収容能力及び収容実績 

 （注） 客席数は、各店舗座席数に営業日数を乗じて日割計算しております。 

品目 

第25期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第26期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％） 

肉類 991,973 44.3 1,176,903 46.3 

米穀類 204,696 9.1 232,595 9.1 

ドリンク類 200,132 8.9 198,334 7.8 

青果類 143,535 6.4 181,830 7.2 

その他 700,674 31.3 753,387 29.6 

計 2,241,012 100.0 2,543,051 100.0 

事業部門 
第26期 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

前年同期比（％） 

ファミリーレストラン部門（千円） 8,182,647 111.9 

地域 

第25期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第26期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

客席数 
（席） 

構成比 
（％） 

来店客数 
（千人） 

構成比 
（％） 

客席数 
（席） 

構成比 
（％） 

来店客数 
（千人） 

構成比 
（％） 

栃木県 1,482 28.4 2,045 29.1 1,555 26.2 1,993 26.4 

群馬県 1,124 21.5 1,522 21.7 1,124 18.9 1,472 19.5 

埼玉県 1,407 26.9 1,921 27.3 1,783 30.0 2,271 30.1 

茨城県 976 18.7 1,136 16.2 1,193 20.1 1,386 18.4 

千葉県 235 4.5 399 5.7 282 4.8 423 5.6 

合計 5,224 100.0 7,025 100.0 5,937 100.0 7,548 100.0 



(6）地域別販売実績 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

外食業界におきましては、消費者ニーズの多様化や新規出店競争の激化により企業間競争はますます激

化しております。その中で当社は、今後も継続的な成長を図り関東における100店舗体制構築のために「商

品力」「サービス力」「店舗展開力」の強化を中長期的なテーマとして掲げております。これらのために

以下の項目を対処すべき重点課題としてとらえていく所存であります。 

 

① 食材の安全性と安定した供給の確保 

② 営業体制の強化 

③ 人材獲得及び教育研修体制の充実 

④ 物流の整備 

⑤ 経営体質の強化 

地域 

第25期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

第26期 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

販売高（千円） 構成比（％） 販売高（千円） 構成比（％） 

栃木県 2,161,921 29.6 2,191,250 26.8 

群馬県 1,557,549 21.3 1,573,071 19.2 

埼玉県 1,978,519 27.1 2,427,839 29.7 

茨城県 1,220,201 16.4 1,534,616 18.7 

千葉県 411,923 5.6 455,868 5.6 

合計 7,310,116 100.0 8,182,647 100.0 



４【事業等のリスク】 

以下において、当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載してお

ります。また、当社として必ずしも事業上のリスクとは考えていない事項についても、投資者の投資判断

上重要あるいは当社の事業活動を理解する上で重要と考えられる事項については、投資者に対する積極的

な情報開示の観点から記載しております。当社はこれらのリスクの発生の可能性を認識した上で、発生の

回避及び発生した場合の対応に努める方針でありますが、本株式に関する投資判断は本項及び本書中の本

項以外の記載内容も併せて、慎重に検討した上で行われる必要があります。 

また、以下の記載は、当社株式への投資に関連するリスクをすべて網羅するものではありませんので、

この点ご留意下さい。なお、文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したもの

であります。 

1．当社の事業内容について 

(1)出店政策について 

① 単一業態について 

現在、当社は、郊外型レストラン「フライングガーデン」を多店舗展開しております。平成19年3月31日

現在、店舗数は北関東を中心に64店舗となっており、今後におきましても「フライングガーデン」の店舗

展開に注力していく方針であります。「フライングガーデン」は、「爆弾ハンバーグ」を中心とした当社

独自の料理とサービスで他の外食企業との差別化を図ってはおりますが、今後におきましても当社のコン

セプトがお客様の支持を受けつづける保証はなく、お客様のニーズに変化が生じた場合には、当社の業績

は影響を受ける可能性があります。 

  

② 店舗形態について 

当社は、主に店舗の土地及び建物を貸借するリースバック方式で出店をしており、出店時には、土地等

所有者に対し、敷金または差入保証金として資金の差入を行い、当該差入保証金は、当社が月々支払う賃

借料との相殺により回収しております。当社は、新規出店の際には、対象物件の権利関係等の確認を行っ

てはおりますが、土地所有者である法人、個人が破綻等の状態に陥り、土地等の継続的使用や債権の回収

が困難となった場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。また、当社の事情により店舗賃

借契約を中途解除する場合には、敷金・差入保証金等を放棄せざるを得ず、賃借契約解除に伴う損失が発

生する可能性があります。 

  

(2)提供商品について 

当社の主力商品である「爆弾ハンバーグ」は当社オリジナルハンバーグであり、メニューへの登場以

来、お客様に高い人気を誇っていると当社は考えております。同商品の売上高に占める割合は、平成18年

３月期で22.1％、平成19年３月期で22.5％でありました。当社といたしましては、お客様により安全に、

より美味しく召し上がって頂けるよう、「爆弾ハンバーグ」の無菌化に取り組むなど、さらに「爆弾ハン

バーグ」の追求を重ねておりますが、何らかの理由により「爆弾ハンバーグ」が支持されなくなる、或い

は販売できなくなる事態に陥った場合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。  

  

２．当社を取り巻く環境について 

(1)外食産業の動向について 

当社が属しております外食業界は、バブル崩壊後の長期に渡る景気低迷に伴う消費の冷え込みや、弁

当、惣菜等の中食市場の成長等により、全体的な市場規模は縮小傾向にあります。当社といたしまして

は、サービス向上や店舗改装等による既存店舗の増収、及び積極的な新規店舗展開による売上高の拡大を

目指してはおりますが、今後も事業環境がさらに悪化することにより既存店舗の売上高が大幅に減少する

等した場合は、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

  



(2)競合等の影響について 

当社は現在、北関東３県、埼玉県及び千葉県の国道・県道のロードサイドに店舗展開をしております

が、近年、他の外食企業の店舗との競争が激化しております。当社といたしましては、安易な低価格競争

に巻き込まれることなく、より良いサービスと美味しい料理を提供することで他社との差別化を図り、自

社の競争力強化に努めてはおりますが、類似の外食企業による北関東への出店によりさらに競争が激化し

た場合には、当社の業績は影響を受ける可能性があります。 

  

(3)ＢＳＥ等の食材の安全性に関する騒動について 

平成13年９月に日本国内において初めてＢＳＥ（牛海線状脳症）に感染した牛が発見され、消費者の牛

肉に対する不安感が増大したことから、当社を含めて牛肉を食材として使用する外食企業は業績に多大な

影響を受けました。また、平成15年12月には米国におきましてもＢＳＥに感染した牛が発見されておりま

す。現在では、政府主導による国内牛肉の検査体制が完備され、米国産牛肉の輸入禁止措置が講じられた

こと、及び外食各社が食材に対する安全性の確保に努めていることから、牛肉に対する消費者の信頼は

徐々に回復してきております。しかしながら、この度のＢＳＥ騒動のような事象が当社使用の他の食材に

おいても発生し、一般消費者の消費減退につながった場合には、当社の業績に影響を与える可能性があり

ます。 

(4)鳥インフルエンザについて 

平成16年１月11日に山口県において鳥インフルエンザ（高病原性鳥インフルエンザ）の発生が国内では

79年ぶりに確認されました。また平成19年１月11日には、宮崎県清武町の養鶏場においても発生が確認さ

れております。 

当社はブラジル産鶏肉を使用しており、同国においては鳥インフルエンザの発生は確認されておりませ

んが、全国規模での感染による国産の鶏肉価格の高騰や、風評被害による消費者の鶏肉離れが発生した場

合には、当社の業績に影響を与える可能性があります。 

  

(5)原材料の価格変動等のリスクについて 

当社が提供しております商品の原材料の調達先は、米穀類、青果類等は日本全国より、また肉類に関し

ましては、オーストラリア、ブラジルにおよんでおります。そのため一部の原材料に関しては天候不順、

国際商品市況や為替相場の影響を受けております。世界規模でのＢＳＥ等の家畜伝染病の流行、天候不

順、大幅な円安、セーフガード等の関税引き上げ措置等が起きた場合には当社の業績に影響を及ぼす可能

性があります。 

  



３．有利子負債依存度について 

当社は、店舗建築費用及び差入保証金等の資金を金融機関からの借入により調達しているため、総資産

に占める有利子負債の比率が比較的高い水準にあります。したがって今後、有利子負債依存度が高い状態

で金利が上昇した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。なお、最近の有利子負債等の

推移は次のとおりであります。 

  （注）１ その他の有利子負債は、社債及び未払金、長期未払金のうち有利子負債部分を合計した金額であります。

２ 上記の金額は消費税等を含んでおりません。 

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期 

決算年月 平成15年３月期 平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期

 総資産（A）（千円） 3,226,663 3,965,506 4,232,611 4,893,187 4,826,415 

 金融機関からの借入（B） 

 （千円） 
1,572,566 1,775,610 1,748,200 1,831,320 1,537,870 

 その他の有利子負債（C） 

 （注）（千円） 
9,752 915 － － － 

 （(B)＋(C)）／(A)（％） 49.0 44.8 41.3 37.4 31.9 

 売上高（D）（千円） 4,956,267 5,846,607 6,730,655 7,310,116 8,182,647 

 支払利息・社債利息（E） 

 （千円） 
38,506 38,923 32,518 29,878 26,402 

 (E)／(D)（％） 0.8 0.7 0.5 0.4 0.3 

 新規店舗数（退店数）（店）        4(0)         7(0)         8(0)         9(0)        5(0) 

 期末店舗数（店） 35 42 50 59 64 



４．事業体制について 

(1)代表者への依存について 

当社代表取締役社長であります野沢八千万は、当社の創業以来、経営方針の策定や戦略の決定、商品開

発、及び立地開発等において重要な役割を果たしてまいりました。当社は、組織体系の確立や職務・権限

規定に基づく権限の委譲など、社長に過度に依存しない体制への移行を進めてはおりますが、現社長の業

務執行が困難となった場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(2)人材の確保及び育成について 

当社は今後も積極的な店舗展開を行っていく方針ですが、当社の基本方針であります「お客様第一主

義」のサービスを実践できる出店を継続していくためには、従来以上に人材の確保及び育成が重要な経営

課題となっております。そのため、毎年30名以上の新入社員、並びに業界経験を問わず幅広く中途社員を

採用し、充実した研修制度のもとに人材の育成に力を注いでおります。しかしながら、当社の人材の確保

及び育成が出店計画に追いつかない場合には、出店計画の見直し等を行わざるを得ず、当社の業績に影響

を及ぼす可能性があります。 

  

(3)出店地域及び物流体制について 

当社は北関東３県及び埼玉県、千葉県を中心に店舗展開をしており、今後も当該地域を中心にドミナン

ト形成をしていく予定であります。また当社は埼玉県岩槻市の配送センターを通じて店舗に食材等を供給

していることから、当該地域におきまして地震、火災、水害等の大規模災害が発生した場合には、当社の

業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

５．法的規制等について 

(1)衛生管理について 

現在、食品の安全性については、偽装牛肉問題、集団食中毒、及び残留農薬問題などの事件が頻発した

ことにより、外食産業に対する消費者の目は大変厳しくなっております。当社といたしましては、消費者

により安全な食品を提供するために、法定の食品衛生検査に加えて外部検査機関による定期的な各種の衛

生検査を実施しております。また、当社にて独自に策定いたしました店舗衛生マニュアルに基づき内部指

導を定期的に行っているほか、商品担当者による農産物生産地・食品工場のチェックを行う等、食品の安

全性維持のための措置を講じております。 

 今後におきましても、より一層の衛生環境の改善に留意していく方針ではありますが、食中毒発生等の

当社に起因する衛生管理問題だけではなく、無認可添加物の使用等による食品製造工程に対する消費者の

不信増大、及び他の外食企業に起因する衛生管理問題による連鎖的風評等、社会全般的な各種衛生上の問

題が発生した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

６．固定資産の減損について 

(1)固定資産の減損について 

当社では、「固定資産の減損に係る会計基準」に基づき、減損の基準に該当する物件は減損損失を計上

しています。今後も店舗毎の収益性の低下等により新たに減損損失計上の要件に該当する物件が発生した

場合には固定資産の減損損失を計上する可能性があり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中における将来に関する事項は、事業年度末（平成19年３月31日）現在において当社が判断したものであり、将

来に関する事項には、不確実性を内在あるいは、リスクを含んでいるため、将来生じる実際の結果と大きく異なる可

能性もあります。 

（1）経営成績 

当事業年度の経営成績は以下の状況となりました。 

①売上総利益・営業利益の状況 

 売上高は8,182,647千円（前期比11.9％増）となりました。これは、当事業年度において新店５店舗増加が主な売

上増加要因であります。 

 売上原価は2,539,940千円（前期比13.7％増）となりました。これは、店舗数増加を受けての食材使用量の増加及

び豪州産牛肉への需要集中による価格の長期的な上昇が主な売上原価増加要因であります。 

 売上総利益は5,642,707千円（前期比11.2％増）となりました。これは売上高の増加が主な増加要因であります。

売上総利益率におきましては前期比0.4ポイント減少しております。 

 販売費及び一般管理費は、5,282,127千円（前期比12.3％増）となりました。これは、今期店舗数が増加したこと

に伴い、人件費、地代家賃、減価償却費の増加及び、パートアルバイトさんの採用費及び時給単価の上昇が主な増加

要因であります。 

 以上の状況の結果により当事業年度の営業利益は360,579千円（前期比2.6％減）となりました。 

②経常利益の状況 

 自社物件を他社に賃貸することにより受取賃貸料7,959千円が発生した結果、営業外損益項目による経常利益への

影響は前期と同様となり、経常利益は、336,022千円（前期比1.0％減）となりました。 

③当期純利益の状況 

 貸店舗違約金14,850千円、減損損失66,560千円を計上したことにより、当期純利益は、117,174千円（前期比

40.8％減）となりました。 

④キャッシュ・フローの状況 

 当社の営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前当期純利益288,362千円（前期比15.1％減）、減価償却費

289,599千円（前期比3.6％増）を主な源泉としております。なお、未払消費税等の増減額の増加44,318千円及び、法

人税等の支払額の減少24,003千円などにより最終的に営業活動によるキャッシュ・フローは75,945千円増加し、

529,700千円となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、306,038千円の支払超過となっております。これは主に新規に５店舗出店

による設備投資によるものであります。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出493,450千円及び配当金の支払額35,827千円

等の支出等により、長期借入による収入200,000千円の調達をおこないましたが330,205千円の支払超過となりまし

た。 

 以上の結果により、期末の現金及び現金同等物は前期末に比べ106,543千円減少し、424,522千円となりました。 

（2）財政状態  

当事業年度の財政状態は以下のような状況であります。 

①資産 

 流動資産は、前事業年度末と比べて74,269千円減少し、1,057,244千円となりました。これは、主として現金及び

預金が減少したものであります。 

 固定資産は、前事業年度と比べて7,497千円増加し、3,769,171千円となりました。これは主として減損損失の計上

により、建物及び器具備品等が減少したことと、借地権及び繰延税金資産が増加したことによるものであります。 

 この結果、総資産は前事業年度に比べ66,771千円減少し、4,826,415千円となりました。 

②負債 

 流動負債は、前事業年度末に比べて147,302千円増加し、1,519,238千円となりました。これは主として、未払金が

増加したものによります。 

 固定負債は、前事業年度に比べて283,325千円減少し、1,022,140千円となりました。これは主として長期借入金が

減少したことによるものであります。 

 この結果、負債合計は前事業年度に比べて136,022千円減少し、2,541,378千円となりました。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当期における設備投資の総額は、総額299,466千円であり、主に事業拡大のための新規店舗開設に当てております。

その内訳は、次のとおりであります。 

設備の内容 投資額 

川越埼玉医大前店 26,191千円 

所沢下富店  36,996千円 

海浜公園前店 81,387千円 

笠松運動公園前店  86,872千円 

真岡店 49,397千円 

その他 18,622千円 

計 299,466千円 



２【主要な設備の状況】 

 （注）１ 帳簿価額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 帳簿価額には、建設仮勘定の金額を含んでおりません。 

３ 上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。 

  平成19年３月31日現在

事業所名 

（所在地） 
設備の内容 

帳簿価額（単位：千円） 
従業員数 
（名） 

客席数 
（席） 建物及び

構築物 
機械及び
装置 

器具備品 
土地 

（面積㎡） 
合計 

本社 

（栃木県） 
本社設備 15,017 － 1,273 

29,572 

(2,884.82) 
45,863 25 － 

店舗19店 

（埼玉県） 
店舗設備 672,078 4,472 31,981 

－ 

－ 
708,532 42 1,783 

店舗17店 

（栃木県） 
店舗設備 414,821 2,690 19,243 

－ 

－ 
436,754 37 1,555 

店舗12店 

（群馬県） 
店舗設備 305,150 2,907 5,148 

241,190 

(4,168.84) 
554,397 25 1,124 

店舗13店 

（茨城県） 
店舗設備 512,361 2,805 23,176 

10,000 

(227.00) 
548,343 34 1,193 

店舗3店 

（千葉県） 
店舗設備 107,401 700 8,129 

－ 

－ 
116,232 7 282 

合計 2,026,831 13,577 88,953 
280,763 

(7,280.66) 
2,410,125 170 5,937 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 件数（台） 
リース期間 
（年） 

年間リース料 
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

新桐生店他 

（群馬県桐生市） 
厨房設備 49 6 81,733 225,797 

新桐生店他 

（群馬県桐生市） 

ＰＯＳ及び情報 

システム 
29 5 47,779 212,936 



３【設備の新設、除却等の計画】 

(1）重要な設備の新設等 

 （注）１. 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

    ２. 投資予定額には、差入保証金を含んでおります。 

(2）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

事業所名 

（所在地） 
設備の内容 

投資予定額 

資金調達 

方法 
着手年月 完了予定年月 

完成後の

増加客席

数（席） 
総額 

（千円） 

既支払額 

（千円） 

県庁さくら通り店 

（茨城県水戸市） 
店舗設備  79,100 5,689 借入金 19年１月 19年４月 94 

日立川尻店 

(茨城県日立市) 
店舗設備  47,500 － 借入金 19年５月 19年８月 78 

流山店  

(千葉県流山市） 
店舗設備  80,000 1,417 借入金  19年９月 19年11月 90 

水戸北ＩＣ店 

（茨城県水戸市） 
店舗設備 63,000 － 借入金  19年８月 19年11月 90 

日立中央店 

(茨城県日立市) 
店舗設備  48,000 － 借入金 19年11月 20年１月 90 

鎌ヶ谷店 

(千葉県鎌ヶ谷市）  
店舗設備  67,500 － 借入金  19年11月  20年３月  90 

合計 385,100 7,106       532 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 4,000,000 

計 4,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成19年３月31日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成19年６月28日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 1,449,168  同左 ジャスダック証券取引所 

完全議決権株式で

あり、権利内容に

何ら限定のない当

社における標準と

なる株式 

計 1,449,168  同左 － － 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

１ 有償第三者割当 

発行価額   1,100円 

資本組入額   550円 

割当先    フライングガーデン従業員持株会、取締役田上裕治、取締役坂本明好、取締役三本木勝 

２ 有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行株数  180,000株 

発行価格   1,674円 

資本組入額   680円 

払込金総額 301,320千円 

３ 株式分割  1：1.2 

平成16年11月22日現在の株主名簿に記載された株主の所有株式を、１株につき1.2株の割合をもって分割い

たしました。 

４ 有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行株数  150,000株 

発行価格  2,598.60円 

資本組入額 1,300円 

払込金総額 389,790千円 

５ 有償第三者割当 

発行価額   2,598.60円 

資本組入額  1,300円 

割当先    大和証券エスエムビーシー株式会社 

６ 株式分割  1：1.2 

平成18年３月31日現在の株主名簿に記載された株主の所有株式を、１株につき1.2株の割合をもって分割い

たしました。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成14年７月20日 

（注）１ 
35,000 684,700 19,250 236,500 19,250 96,500 

平成16年３月16日 

（注）２ 
180,000 864,700 122,400 358,900 178,920 275,420 

平成16年11月22日 

（注）３ 
172,940 1,037,640 － 358,900 － 275,420 

平成17年12月６日 

（注）４ 
150,000 1,187,640 195,000 553,900 194,790 470,210 

平成17年12月29日  

（注）５ 
20,000 1,207,640 26,000 579,900 25,972 496,182 

平成18年４月１日  

（注）６ 
241,528 1,449,168 － 579,900 － 496,182 



(5）【所有者別状況】 

（注） 自己株式2,467株は、「個人その他」に24単元を記載しております。 

(6）【大株主の状況】 

  平成19年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 

（株） 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 12 6 17 2 1 1,104 1,142 － 

所有株式数

（単元） 
－ 1,315 247 1,370 57 4 11,174 14,167 32,468 

所有株式数の

割合（％） 
－ 9.3 1.7 9.7 0.4 0.0 78.9 100.0 － 

  平成19年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

野沢八千万 群馬県桐生市 416,390 28.73 

有限会社アクティヴ 群馬県桐生市堤町１丁目24-30 120,960 8.35 

野沢卓史 群馬県桐生市 66,124 4.56 

野沢通子 群馬県桐生市 54,144 3.74 

野沢良史 群馬県桐生市 51,724 3.57 

フライング・ガーデン特株会 栃木県小山市本郷町３丁目4-18 42,116 2.91 

穴見 保雄 大分県大分市 39,692 2.74 

株式会社足利銀行 栃木県宇都宮市桜４丁目1-25 28,800 1.99 

日本証券金融株式会社   

（業務口） 
東京都中央区日本橋茅場町１丁目2-10 26,100 1.80 

武田 修 千葉県市川市 24,400 1.68 

計 － 870,450 60.07 



(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年３月31日現在

  株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   2,400 － 

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,414,300 14,143 同上 

単元未満株式 普通株式   32,468 － 同上 

発行済株式総数 1,449,168 
  

－ 
－ 

総株主の議決権 － 14,143 － 

  平成19年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社フライング

ガーデン 

栃木県小山市本郷町

三丁目4番18号 
2,400 － 2,400 0.17 

計  － 2,400 － 2,400 0.17 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 旧商法第221条第６項の規定に基づく単元未満株式の買取請求による普通株式の取得及び会社法

第155条第７号に該当する普通株式の取得 

(1）【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません 

(2）【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません 

(3）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

(注) １ 当期間における取得自己株式には、平成19年５月31日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株

式の買取りによる株式は含まれておりません。 

２ 当事業年度における取得自己株式には、平成18年4月1日付の株式分割による増加分320株を含んでおりま

す。 

(4）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

(注)  当期間における取得自己株式には、平成19年５月31日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式

の買取りによる株式は含まれておりません。 

区分 株式数(株) 価額の総額(円) 

 当事業年度における取得自己株式 867 928,544 

 当期間における取得自己株式 － － 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

  
－ － － － 

保有自己株式数 2,467 － 2,467 － 



３【配当政策】 

 当社は株主への利益還元を経営の最重要政策のひとつと認識しており、長期的に安定した利益配当の実現を基本方

針としております。 

 当社は期末配当の年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

 この剰余金の配当の決定機関は、株主総会であります。 

 なお、当事業年度の利益配当につきましては、1株につき普通配当30円を実施させていただきました。 

 また内部留保資金に関しましては、当社はまだまだ成長途上にあり、これからの成長に向けた企業体質の強化を一

層図るとともに積極的な新店投資やシステム投資等に役立てて参りたいと考えております。 

 当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

めております。 

 なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１ 平成16年３月16日付をもって日本証券業協会に株式を登録いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。 

    ２ 最高・最低株価は、平成16年12月13日より、ジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前  

 は日本証券業協会の公表のものであります。なお、第24期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証 

 券業協会の公表のものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。 

決議年月日 配当金の総額（千円) １株当たり配当額（円） 

平成19年６月27日 

定時株主総会決議 
43,401 30.00

回次 第22期 第23期 第24期 第25期 第26期 

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月 

最高（円） － 5,220 
2,420 

※4,880 
3,150 2,370 

最低（円） － 4,020 
2,040 

※2,040 
2,000 1,210 

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月 

最高（円） 1,460 1,447 1,418 1,429 1,370 1,311 

最低（円） 1,270 1,361 1,330 1,360 1,238 1,210 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

（株） 

代表取締役社長 ― 野沢 八千万 昭和22年11月29日生

昭和51年11月 ノザワ創業 

昭和56年12月 株式会社ノザワハッピーフーズ事

業本部設立 代表取締役社長 

昭和58年７月 ノザワハッピーフーズ株式会社に

社名変更 代表取締役社長 

平成８年11月 株式会社フライングガーデンに社

名変更 代表取締役社長（現任） 

(注）４ 416,390 

取締役 営業部長 本城  弘 昭和30年４月17日生

昭和51年４月 ロイヤル株式会社入社 

昭和58年９月 同社エリアスーパーバイザー 

昭和60年６月 同社教育部主任教官 

昭和63年４月 同社事業部主席スーパーバイザー 

平成６年２月 同社営業本部主席スーパーバイザ

ー 

平成14年11月 当社入社 商品部長 

平成16年６月 当社取締役商品部長 

平成18年５月 当社取締役営業部長（現任） 

(注）４ － 

取締役 店舗開発部長 三本木 勝 昭和29年12月20日生

昭和52年４月 横浜丸魚株式会社入社 

昭和60年２月 株式会社ステーキ宮（現株式会社

ジクト）入社 

平成10年２月 当社入社 立地開発室長 

平成13年９月 当社立地開発部長 

平成14年６月 当社取締役店舗開発部長（現任） 

(注）４ 3,600 

取締役 

内部統制担当

兼内部監査室

長 

橋本 哲也 昭和30年11月27日生

昭和54年７月 ロイヤル株式会社入社 

平成７年２月 同社事業部長 

平成13年１月 同社メニュー企画部長 

平成15年５月 当社入社 社長室長 

平成15年７月 当社営業部長 

平成16年６月 当社取締役営業部長 

平成18年５月 当社取締役社長室長（現任） 

平成18年６月 当社取締役内部監査室長（現任）

(注）４ 600 

取締役 管理部長 片柳 紀之 昭和35年９月21日生

昭和59年４月 株式会社足利銀行入行 

平成17年４月 同行営業本部次長 

平成17年８月 当社入社 管理部長代理 

平成17年10月 当社管理部長 

平成19年６月 当社取締役管理部長（現任）

(注）５ － 

取締役 ― 関根 則次 昭和31年１月20日生

昭和57年10月 クーパース＆ライブランド会計事

務所入社（現みすず監査法人） 

昭和62年８月 公認会計士登録 

昭和63年４月 関根公認会計士事務所所長（現

任） 

平成12年５月 当社取締役（現任） 

(注）４ 1,440 

 



（注）１ 取締役関根則次は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

   ２ 監査役荒井真澄及び内野直忠は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

    ３ 当社は法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役を１名選出しております。 

     補欠監査役の略歴は以下のとおりであります。 

      （氏名）   （生年月日）       （略歴）       （所有株式数） 

     石川 伸治  昭和28年８月14日  平成７年３月 税理士登録     －株 

    ４ 平成18年６月23日開催の定時株主総会の終結のときから２年間 

    ５ 平成19年６月27日開催の定時株主総会の終結のときから１年間。 

    ６ 平成18年６月23日開催の定時株主総会の終結のときから４年間。 

    ７ 平成17年６月24日開催の定時株主総会の終結のときから４年間。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数

（株） 

常勤監査役  ― 白岩 正敏  昭和22年３月７日生

昭和44年３月 モハン薬品株式会社入社 

昭和46年１月 長谷川安夫会計事務所入所 

昭和55年10月 株式会社ステーキ宮（現株式会社

ジクト）入社 

平成11年４月 株式会社アーバンクリエイト（現

株式会社ユニバーサル・レジャ

ー・システム）入社 常務取締役 

平成15年11月 当社入社 

平成16年４月 当社内部監査室長 

平成18年６月 当社常勤監査役（現任） 

(注）６ － 

監査役 ― 荒井 真澄 昭和16年２月５日生

昭和40年３月 栃木県中小企業団体中央会入会

平成９年12月 加治金属株式会社入社 

平成13年４月 株式会社農住センター入社 

平成14年６月 当社入社 常勤監査役（現任）

(注）７ 1,200 

監査役 ― 内野 直忠 昭和14年６月３日生

昭和43年３月 公認会計士登録 

昭和49年９月 公認会計士内野直忠事務所所長

（現任） 

平成元年７月 当社監査役（現任） 

(注）７ 2,880 

        計   433,310 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社はコーポレート・ガバナンスが、株主をはじめとするステークホルダーを重視した経営を行うにあたって、必

要不可欠なものと認識するとともに、企業価値を高める経営の最重要課題と位置付けております。そのために経営の

透明性を図り、遵法の精神を従業員に徹底し、全ステークホルダーに対して迅速かつ適切な情報開示が行われるよう

努めております。当社はコーポレート・ガバナンス体制を以下のように構築しております。 

（1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況等 

①会社の機関の基本説明 

 当社の取締役会は、取締役６名によって構成されており、定例の取締役会を毎月１回開催し、重要事項の決定

並びに取締役の業務執行状況の監督を行っております。取締役会の機能をより強化し経営効率を向上させるた

め、取締役が出席する経営会議を毎月２回開催し、業務執行に関する基本的事項及び重要事項に係る意思決定を

機動的に行っております。各部門長は、各職務分掌に基づき事業計画で決定している施策及び効率的な業務の執

行を行うとともに、取締役会及び経営会議において要因分析を定期的に報告し、目標に対しての改善を行ってお

ります。 

 また当社は、監査役制度を採用し、社外監査役２名を選任し、客観性と透明性を確保したうえで、定例の監査

役会とは別に監査役ミーティングを随時開催し、取締役の業務執行の監視を行っております。 

②会社の機関・内部統制の関係を分かりやすく示す図表 

③会社の機関の内容及び内部統制システムの整備状況 

 当社の内部統制システムといたしましては、各規程・マニュアル等に基づき、各部門の力を削ぐことなく横断

的に業績管理及びリスクマネジメントをするとともに、内部統制担当取締役を責任者として、各部門において統

制環境から実際の業務の統制活動のあるべき姿を実現するべく改善を図り、その業務を内部監査室及び常勤監査

役が監査することにより、内部統制の充実を図っております。 



④内部監査及び監査役監査の状況 

 内部牽制が組織内のすみずみまで行き届いているかをチェックするために社長直轄の組織であります内部監査

室（専任者１名）を設置し、監査計画に従って内部監査を実施し、内部統制と業務改善に取り組んでおります。

 また、常勤監査役２名は、重要な意思決定のプロセス及び業務の執行状況を把握するため、取締役会及び経営

会議等の重要な会議に出席するとともに、稟議書等の業務執行に関する重要な文章等を閲覧し、必要に応じて、

取締役及び使用人にその説明を求めております。 

 また監査役１名は、会計監査人から会計監査の内容について、内部監査室から業務監査の内容についての説明

を受けるとともに、情報の交換を行うなど連携を図っております。 

⑤会計監査の状況 

 当社の会計監査業務を執行した公認会計士は大村廣及び後藤德彌であり、監査法人トーマツに所属しておりま

す。会計監査業務に係る補助者は、公認会計士５名、会計士補１名、その他２名で構成されております。なお、

継続監査年数につきましては、７年以内であるため記載を省略しております。 

⑥社外取締役及び社外監査役との関係 

 当社の社外取締役である関根則次及び社外監査役である荒井真澄、内野直忠とは、取締役業務及び監査役業務

以外での人的関係や取引関係、その他の利害関係はありません。  

（2）リスク管理体制の整備の状況 

 当社のリスク管理体制は、代表取締役が当社の将来的な企業発展を脅かす全てのリスクに対応するべく、リスクマ

ネジメントの責任者として、内部統制担当取締役を任命し、各部門長とともに、リスクマネジメントの整備、問題点

の把握及び対応を協議しております。 

（3）役員報酬の内容 

 当社の取締役及び監査役に対する役員報酬の内容は以下のとおりであります。 

（注）１取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

 ２取締役の報酬限度額は、平成14年６月29日開催の第21期定時株主総会において年額150百万円以内（ただ

し、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。 

 ３監査役の報酬限度額は、平成18年６月23日開催の第25期定時株主総会において年額20百万円以内と決議いた

だいております。 

 ４上記支給額には役員退職慰労引当金6,490千円（取締役６名に対して5,835千円、監査役３名に対して655千

円）は含まれておりません。 

 ５平成19年６月27日開催の第26期定時株主総会に提出された「退任取締役に対し退職慰労金贈呈の件」が承認

されたため、これまでの在任の労に報いるため、当社における一定の基準に基づく相当額の範囲内で、役員

退職慰労金が支払われます。 

（4）監査報酬の内容 

 当社の監査法人に対する監査報酬の内容は以下のとおりであります。 

監査報酬 

監査証明に係る報酬（公認会計士法第２条第１項業務）    16,000千円 

（5）取締役の定数 

当社の取締役は７名以内とする旨定款に定めております。 

（6）取締役の選任の決議要件 

 当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもってこれを行う旨定款で定めております。 

区分 支給人員 支給額  備考 

取締役 6名 69,150千円  (うち社外取締役1名1,650千円） 

監査役 3  9,900   (うち社外監査役2名4,500千円） 

合計 9  79,050   



（7）株主総会の特別決議要件 

 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主

の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもってこれを行う旨定款で定めてお

ります。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。 



第５【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第25期事業年度は、改正前の財務諸表等規則に基づき、平成

18年４月１日から平成19年３月31日までの第26期事業年度は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の

財務諸表については中央青山監査法人（現みすず監査法人）により監査を受け、また当事業年度（平成18年４月１日

から平成19年３月31日まで）の財務諸表については、監査法人トーマツより監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次の通り交代しております。 

 前事業年度 中央青山監査法人(現みすず監査法人） 

 当事業年度 監査法人トーマツ 

３ 連結財務諸表について 

 当社には子会社はありませんので、連結財務諸表は作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１ 現金及び預金     959,565     849,022  

２ 売掛金     9,980     13,235  

３ 原材料     24,938     28,049  

４ 前払費用     93,032     104,525  

５ 繰延税金資産     40,792     56,192  

６ その他     3,204     6,219  

流動資産合計     1,131,513 23.2   1,057,244 21.9 

Ⅱ 固定資産              

１ 有形固定資産              

(1）建物   2,498,510     2,658,322    

減価償却累計額 ※４ 818,827 1,679,682   1,017,722 1,640,600  

(2）構築物   579,816     674,244    

減価償却累計額 ※４ 222,110 357,705   288,013 386,230  

(3）機械及び装置   33,047     36,881    

減価償却累計額   18,622 14,424   23,304 13,577  

(4）車両運搬具   6,545     －    

減価償却累計額   5,399 1,145   － －  

(5）器具備品   293,950     314,949    

減価償却累計額 ※４ 178,747 115,202   225,995 88,953  

(6）土地     270,763     280,763  

(7）建設仮勘定     44,635     7,106  

有形固定資産合計     2,483,559 50.7   2,417,232 50.1 

２ 無形固定資産              

(1）借地権     117,163     147,628  

(2）商標権     14,750     11,750  

(3）ソフトウェア     4,106     2,158  

(4）電話加入権     4,569     4,498  

(5）その他     20,029     23,427  

無形固定資産合計     160,619 3.3   189,462 3.9 

３ 投資その他の資産              

(1）投資有価証券     27,422     14,354  

(2）差入保証金     785,105     784,030  

(3）長期前払費用     63,186     87,726  

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

(4）繰延税金資産     61,217     99,413  

(5）保険積立金     148,463     158,930  

(6）その他     32,098     18,020  

投資その他の資産合計     1,117,494 22.8   1,162,475 24.1 

固定資産合計     3,761,673 76.8   3,769,171 78.1 

資産合計     4,893,187 100.0   4,826,415 100.0 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１ 買掛金     224,481     239,293  

２ 短期借入金     240,000     240,000  

３ 一年以内返済予定長期
借入金 

    460,120     468,376  

４ 未払金     2,268     293,167  

５ 未払費用     269,328     56,682  

６ 未払法人税等     73,000     97,000  

７ 未払消費税等     23,213     54,502  

８ 賞与引当金     58,934     64,684  

９ その他     20,588     5,532  

流動負債合計     1,371,935 28.0   1,519,238 31.5 

Ⅱ 固定負債              

１ 長期借入金     1,131,200     829,494  

２ 退職給付引当金     43,335     49,287  

３ 役員退職慰労引当金     112,700     119,190  

４ その他     18,230     24,168  

固定負債合計     1,305,465 26.7   1,022,140 21.2 

負債合計     2,677,400 54.7   2,541,378 52.7 

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※１   579,900 11.8   － － 

Ⅱ 資本剰余金              

１ 資本準備金   496,182     －    

資本剰余金合計     496,182 10.1   － － 

Ⅲ 利益剰余金              

１ 当期未処分利益   1,136,112     －    

利益剰余金合計     1,136,112 23.2   － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

    7,580 0.2   － － 

Ⅴ 自己株式 ※２   △3,987 △0.1   － － 

資本合計     2,215,786 45.3   － － 

負債及び資本合計     4,893,187 100.0   － － 

               

 



   
前事業年度 

（平成18年３月31日） 
当事業年度 

（平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１  資本金     － －   579,900 12.0 

２  資本剰余金               

(1）資本準備金   －     496,182     

資本剰余金合計     － －   496,182 10.3 

３ 利益剰余金               

(1）その他利益剰余金               

繰越利益剰余金   －     1,212,105     

利益剰余金合計     － －   1,212,105 25.1 

４ 自己株式     － －   △4,916 △0.1 

株主資本合計     － －   2,283,270 47.3 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１ その他有価証券評価差
額金 

    － －   1,766 0.0 

評価・換算差額等合計     － －   1,766 0.0 

純資産合計     － －   2,285,036 47.3 

負債純資産合計     － －   4,826,415 100.0 

               



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高     7,310,116 100.0   8,182,647 100.0 

Ⅱ 売上原価              

１ 原材料期首棚卸高   18,119     24,938    

２ 原材料仕入高   2,241,012     2,543,051    

合計   2,259,131     2,567,989    

３ 原材料期末棚卸高   24,938 2,234,193 30.6 28,049 2,539,940 31.0 

売上総利益     5,075,923 69.4   5,642,707 69.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費              

１ 広告宣伝費   37,208     43,696    

２ 販売促進費   95,308     112,511    

３ 消耗品費   285,177     267,891    

４ 役員報酬   69,600     79,050    

５ 給料・賞与   821,660     870,604    

６ 賞与引当金繰入額   58,934     64,684    

７ 雑給与   1,224,541     1,438,915    

８ 役員退職慰労引当金繰
入額 

  5,300     6,490    

９ 退職給付費用   5,576     9,063    

10 法定福利費   129,163     143,916    

11 厚生費   60,689     70,732    

12 教育採用費   65,658     74,229    

13 地代家賃   591,560     666,595    

14 支払リース料   150,814     156,194    

15 修繕費   50,706     65,008    

16 水道光熱費   406,526     491,448    

17 支払手数料   60,343     66,981    

18 減価償却費   278,498     288,819    

19 その他   308,345 4,705,614 64.4 365,293 5,282,127 64.6 

営業利益     370,309 5.1   360,579 4.4 

 



   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅳ 営業外収益              

１ 受取利息   109     174    

２ 受取配当金   906     158    

３ 受取賃貸料   7,320     7,959    

４ 雑収入   5,621 13,957 0.2 3,015 11,307 0.1 

Ⅴ 営業外費用              

１ 支払利息   29,878     26,402    

２ 金利キャップ評価損   103     －    

３ 新株発行費   9,714     －    

４ 株式交付費   －     2,490    

５ 雑損失   5,061 44,758 0.6 6,970 35,863 0.4 

経常利益     339,508 4.6   336,022 4.1 

Ⅵ 特別利益              

１ 店舗移転補償収益    －     6,278     

２ 固定資産売却益 ※２ －     708     

３ 貸店舗違約金   －     14,850     

４ 保険差益   －     5,060     

５ 投資有価証券売却益   476 476 0.0 7,694 34,592 0.4 

Ⅶ 特別損失              

１ 固定資産除却損   －     85     

２ リース解約損失   －     15,585     

３ 減損損失 ※１ －     66,560     

４ 投資有価証券売却損   －     21     

５ 投資有価証券評価損   521 521 0.0 － 82,252 1.0 

税引前当期純利益     339,464 4.6   288,362 3.5 

法人税、住民税及び事
業税 

  153,631     220,836    

法人税等調整額   △12,110 141,521 1.9 △49,648 171,188 2.1 

当期純利益     197,943 2.7   117,174 1.4 

前期繰越利益     938,168     －  

当期未処分利益     1,136,112     －  

               



③【利益処分計算書】 

 
前事業年度 

株主総会承認年月日 
（平成18年６月23日） 

区分 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   1,136,112 

Ⅱ 利益処分額    

１ 配当金 36,181  

２ 役員賞与金 5,000  

  （うち監査役賞与金） (1,000) 41,181 

Ⅲ 次期繰越利益   1,094,930 



④【株主資本等変動計算書】 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金  利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
資本準備
金 

資本剰余
金合計 

 その他利益剰余金
利益剰余金
合計  繰越利益剰余金 

平成18年３月31日 残高 
(千円)  

579,900 496,182 496,182 1,136,112 1,136,112 △3,987 2,208,206 

事業年度中の変動額              

剰余金の配当（注）       △36,181 △36,181   △36,181 

役員賞与（注）       △5,000 △5,000   △5,000 

当期純利益       117,174 117,174   117,174 

自己株式取得           △928 △928 

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額） 

              

事業年度中の変動額合計 
(千円)  

－ － － 75,993 75,993 △928 75,064 

平成19年３月31日 残高 
(千円)  

579,900 496,182 496,182 1,212,105 1,212,105 △4,916 2,283,270 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
(千円)  

7,580 7,580 2,215,786 

事業年度中の変動額      

剰余金の配当（注）     △36,181 

役員賞与（注）     △5,000 

当期純利益     117,174 

自己株式取得     △928 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

△5,813 △5,813 △5,813 

事業年度中の変動額合計 
(千円)  

△5,813 △5,813 69,250 

平成19年３月31日 残高 
(千円)  

1,766 1,766 2,285,036 



⑤【キャッシュ・フロー計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

税引前当期純利益   339,464 288,362 

減価償却費   279,603 289,599 

減損損失   － 66,560 

賞与引当金の増減額 

(減少：△） 
  2,965 5,750 

役員退職慰労引当金の
増減額 

(減少：△） 
  5,300 6,490 

退職給付引当金の増減
額 

(減少：△） 
  1,379 5,952 

固定資産除却損   － 85 

投資有価証券評価損   521 － 

保険差益   － △5,060 

店舗移転補償収益   － △6,278 

リース解約損   － 15,585 

貸店舗違約金収入   － △14,850 

新株発行費   9,714 － 

受取利息及び受取配当
金 

  △1,015 △332 

支払利息   29,878 26,402 

投資有価証券売却益   △476 △7,672 

固定資産売却益   － △708 

売上債権の増減額 

(増加：△） 
  △2,182 △3,254 

たな卸資産の増減額 

(増加：△） 
  △6,818 △3,110 

前払費用の増減額 

(増加：△） 
  △15,915 △13,738 

仕入債務の増減額 

(減少：△） 
  25,388 14,367 

未払金の増減額 

(減少：△） 
  － 39,152 

未払費用の増減額 

(減少：△） 
  39,766 37,936 

未払消費税等の増減額 

(減少：△） 
  △13,029 31,288 

その他   8,921 △9,435 

小計   703,462 763,090 

 



   
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

利息及び配当金の受取
額 

  1,015 332 

利息の支払額   △29,791 △26,269 

リース解約に伴う支出   － △15,585 

保険金の受取額   － 5,060 

法人税等の支払額   △220,931 △196,927 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  453,754 529,700 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

定期預金の預入による
支出 

  △388,000 △368,000 

定期預金の払戻による
収入 

  396,000 372,000 

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △760,495 △254,337 

有形固定資産の売却等
による収入 

  － 1,550 

無形固定資産の取得に
よる支出 

  △46,602 △35,517 

投資有価証券の取得に
よる支出 

  △4,993 △1,202 

投資有価証券の売却に
よる収入 

  888 12,181 

差入保証金の増加によ
る支出 

  △70,454 △52,820 

差入保証金の減少によ
る収入 

  49,400 49,735 

その他   △32,527 △29,627 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △856,784 △306,038 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

長期借入れによる収入   655,000 200,000 

長期借入金の返済によ
る支出 

  △571,880 △493,450 

株式の発行による収入   432,047 － 

自己株式の取得による
支出 

  △2,563 △928 

配当金の支払額   △31,110 △35,827 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  481,494 △330,205 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
減額 

  78,464 △106,543 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  452,601 531,065 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
末残高 

  531,065 424,522 



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）満期保有目的の債券 

 償却原価法（定額法）を採用してお

ります。 

(2）その他有価証券 

   時価のあるもの 

 期末日の市場価格に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

(1）満期保有目的の債券 

 同左 

  

(2）その他有価証券 

   時価のあるもの 

 期末日の市場価格に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

２ デリバティブ等の評価基

準及び評価方法 

 時価法によっております。 同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

原材料 

 最終仕入原価法によっております。 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

建物（建物付属設備を除く） 

平成10年３月31日以前取得 定率法 

平成10年４月１日以降取得 定額法 

その他の有形固定資産   定率法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

(1）有形固定資産 

同左 

  建物 15～20年

構築物 10～15年

 

  (2）無形固定資産 

  定額法 

  なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。 

(2）無形固定資産 

同左 

  (3）長期前払費用  

  定額法 

  なお、償却期間については、法人税

法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。 

(3）長期前払費用 

 同左 

５ 繰延資産の処理方法 (1）新株発行費 

 支出時に全額費用として処理しており

ます。 

  

－ 

６ 引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等の特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額の当期負担額を計上してお

ります。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務（従業員の

自己都合による期末要支給額）に基づ

き計上しております。 

(3）退職給付引当金 

同左 

 



項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  (4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

８ ヘッジ会計の方法 （1）ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たす借入金にか

かる金利スワップについては、特例処

理を採用しております。 

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

  ヘッジ対象…借入金 

（3）ヘッジ方針 

当社は社内規程である「経理規程」

に基づき、取締役会の決議を持って、

金利変動リスクをヘッジしておりま

す。 

（4）ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップ取引については、特例

処理によっているため有効性の評価を

省略しております。 

（1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

（3）ヘッジ方針 

同左 

 

   

  

（4）ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

９ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における

資金（現金及び現金同等物）は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ価値の変動

について僅少なリスクしか負わない、

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。 

同左 

10 その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

消費税及び地方消費税の会計処理方法 

 税抜方式によっております。 

消費税及び地方消費税の会計処理方法 

同左 



会計方針の変更 

前事業年度
（自 平成17年４月１日 

    至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 

    至 平成19年３月31日） 

 （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。 

 これによる影響額は軽微であります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸

表等規則に基づき各資産の減価償却累計額に含まれて

おります。 

－ 

－  (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針

第８号 平成17年12月９日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当する金額は

2,285,036千円であります。 

 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部

ついては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財

務諸表等規則により作成しております。 



表示方法の変更 

追加情報 

 該当事項はありません。 

前事業年度
（自 平成17年４月１日 

    至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 

    至 平成19年３月31日） 

――  （貸借対照表関係） 

 前事業年度まで流動負債の「未払費用」に含めて表

示しておりました未払給与等は、当事業年度より明瞭

な表示のため「未払金」に含めて表示しております。 

 なお、前事業年度の「未払費用」に含まれている未

払給与等は、248,470千円であります。 

 (キャッシュ・フロー計算書関係） 

 前事業年度において、営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めていた「未払金の増減額」

は重要性が増したため、当事業年度より区分掲記して

おります。 

 なお前事業年度の「その他」に含まれている「未払

金の増減額」は△953千円であります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

※１ 会社が発行する株式及び発行済株式総数 － 

会社が発行する株式 普通株式 4,000,000株 

発行済株式総数 普通株式 1,207,640株 

 

※２ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式1,600株

であります。 

 ３ 配当制限 

 商法施行規則第124条第3号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は、7,580千円

であります。 

※４ 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれて

おります。 

－ 

  

  

－ 

  

  

  

※４ 減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれて

おります。 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

――――― ※1 減損損失 

当事業年度において、当社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上いたしました。 

 当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位と

して店舗を基本としたグルーピングを行っておりま

す。 

 店舗について営業活動から生ずる損益が継続してマ

イナスである資産グループの帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額66,560千円を減損損失として

特別損失に計上しており、その内訳は上記の通りであ

ります。 

 なお、当資産の回収可能価額は使用価値により測定

しており、将来キャッシュ・フローを２％で割り引い

て算定しております。 

 ※２ 固定資産売却益の内訳 

場所および用途 種類 金額 

埼玉県  ２店舗

茨城県  ２店舗

栃木県  １店舗

建物  

構築物 

器具備品 

その他 

リース資産 

40,078 

1,493 

2,852 

2,759 

19,377 

車両運搬具 708 千円 

 計 708 千円 



（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１ 普通株式の発行済株式総数の増加241,528株は、株式分割による増加であります。 

   ２ 普通株式の自己株式の株式数の増加547株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

   ３ 普通株式の自己株式の株式数の増加320株は、株式分割による増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式        

普通株式 （注）１ 1,207,640 241,528 ― 1,449,168 

合計 1,207,640 241,528 ― 1,449,168 

自己株式         

普通株式 （注）２・３ 1,600 867 ― 2,467 

合計 1,600 867 ― 2,467 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年6月23日 

定時株主総会 
普通株式 36,181 30.0 平成18年3月31日 平成18年6月24日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年6月27日 

定時株主総会 
普通株式 43,401  利益剰余金 30.0 平成19年3月31日 平成19年6月28日



（キャッシュ・フロー計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 959,565千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △428,500千円 

現金及び現金同等物 531,065千円 

現金及び預金勘定 849,022千円 

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △424,500千円 

現金及び現金同等物 424,522千円 



（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引に係る注記 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引に係る注記 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械及び装置 436,878 206,151 230,726 

器具備品 164,584 116,850 47,733 

ソフトウェア 91,238 75,316 15,922 

合計 692,700 398,319 294,381 

 

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

減損損
失累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

機械及び装置 445,625 225,418 20,168 200,039 

車両運搬具 6,172 514 － 5,658 

器具備品 256,588 52,289 － 204,298 

ソフトウェア 16,315 8,104 － 8,210 

合計 724,701 286,327 20,168 418,206 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

    未経過リース料期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

    未経過リース料期末残高相当額 

１年内 100,426千円

１年超 202,421千円

合 計 302,847千円

１年内 124,279千円

１年超 322,327千円

合 計 446,607千円

リース資産減損勘定の残高 20,168千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減

価償却費相当額、減損損失及び支払利息相当額 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額、減損損失及び支払利息相当額 

支払リース料 135,674千円

減価償却費相当額 127,645千円

支払利息相当額 6,461千円

支払リース料 137,033千円

リース資産減損勘定の取崩額 272千円

減価償却費相当額 128,923千円

減損損失 19,377千円

支払利息相当額 8,256千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は利息法によっております。 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失は軽微であります。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

  

  



（有価証券関係） 

前事業年度（平成18年３月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 ２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注） 当事業年度において、有価証券について521千円（その他有価証券で時価のある株式521千円）減損処理を行っ 

   ております。 

    なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を 

   行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額につ 

   いて減損処理をしております。   

３．満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  種類 
貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

時価が貸借対照表計上額

を超えるもの 

(1）国債・地方債等 － － － 

小計 － － － 

時価が貸借対照表計上額

を超えないもの 

(1）国債・地方債等 3,000 3,000 － 

小計 3,000 3,000 － 

合計 3,000 3,000 － 

  種類 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

(1）株式 10,966 23,693 12,726 

小計 10,966 23,693 12,726 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

(1）株式 728 728 － 

小計 728 728 － 

合計 11,695 24,422 12,726 

 
１年以内 
（千円） 

１年超５年以内 
（千円） 

５年超10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

(1）国債・地方債等 － 3,000 － － 

合計 － 3,000 － － 



当事業年度（平成19年３月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 ２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

４．満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  種類 
貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

時価が貸借対照表計上額

を超えるもの 

(1）国債・地方債等 － － － 

小計 － － － 

時価が貸借対照表計上額

を超えないもの 

(1）国債・地方債等 3,000 2,969 △30 

小計 3,000 2,969 △30 

合計 3,000 2,969 △30 

  種類 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

(1）株式 8,388 11,354 2,965 

小計 8,388 11,354 2,965 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

(1）株式 － － － 

小計 － － － 

合計 8,388 11,354 2,965 

売却価額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円) 

12,181 7,694 21 

 
１年以内 
（千円） 

１年超５年以内 
（千円） 

５年超10年以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

(1）国債・地方債等 － 3,000 － － 

合計 － 3,000 － － 



（デリバティブ取引関係） 

前事業年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

１ 取引の状況に関する事項 

(1）取引の内容 

 当社が利用しているデリバティブ取引は、金利キャップ取引及び金利スワップ取引であります。 

(2）取引に対する取組方針及び利用目的 

 当社は、将来の金利上昇が支払利息に及ぼす影響を一定の範囲に限定する目的で金利キャップ

取引及び金利スワップ取引を行っております。なお当社は、デリバティブ取引の限度額を実需の

範囲とする方針であり、投機目的によるデリバティブ取引は行わないこととしております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 

①ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しており

ます。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段：金利スワップ 

  ヘッジ対象：借入金 

③ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、短期的な売買差益

の獲得や投機を目的とするデリバティブ取引は行わない方針であります。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、決算日における有効性の判定を省略して

おります。 

(3）取引に係るリスクの内容 

 当社が利用している金利キャップ取引は市場金利変動等の市場リスクを有しておりませんが、

金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクを有しております。 

 また、当社の契約先は信用度の高い金融機関であるため、相手方の契約不履行に係る信用リス

クはほとんどないと認識しております。 

(4）取引に係るリスク管理体制 

 当社は、デリバティブ取引の実行及び管理は、財務課が行っております。各デリバティブ取引

は取締役会で承認された取引内容、限度額等に基づいて行われ、取引結果は経理課で取りまとめ

の上、取締役会に報告されております。 

(5）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目

的な契約額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクを示す

ものではありません。 



２ 取引の時価等に関する事項 

金利関連 

 （注）１ 時価の算定方法 

取引先金融機関等からの提示された価格等に基づき算定しております。 

２ （ ）内の金額は同取引に係るオプション料（キャップフィー）であります。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。 

区分 種類 

前事業年度（平成18年３月31日） 

契約額等 
（千円） 

契約額等のうち
１年超（千円） 

時価（千円） 
評価損益 
（千円） 

市場取引以外の取引 金利キャップ取引 
150,000 

(3,997) 
150,000 0 △103 

合計 150,000 150,000 0 △103 



当事業年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

１ 取引の状況に関する事項 

(1）取引の内容 

 当社が利用しているデリバティブ取引は、金利キャップ取引及び金利スワップ取引であります。 

(2）取引に対する取組方針及び利用目的 

 当社は、将来の金利上昇が支払利息に及ぼす影響を一定の範囲に限定する目的で金利キャップ

取引及び金利スワップ取引を行っております。なお当社は、デリバティブ取引の限度額を実需の

範囲とする方針であり、投機目的によるデリバティブ取引は行わないこととしております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 

①ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しており

ます。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段：金利スワップ 

 ヘッジ対象：借入金 

③ヘッジ方針 

 借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、短期的な売買差益

の獲得や投機を目的とするデリバティブ取引は行わない方針であります。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、決算日における有効性の判定を省略して

おります。 

(3）取引に係るリスクの内容 

 当社が利用している金利キャップ取引は市場金利変動等の市場リスクを有しておりませんが、

金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクを有しております。 

 また、当社の契約先は信用度の高い金融機関であるため、相手方の契約不履行に係る信用リス

クはほとんどないと認識しております。 

(4）取引に係るリスク管理体制 

 当社は、デリバティブ取引の実行及び管理は、財務課が行っております。各デリバティブ取引

は取締役会で承認された取引内容、限度額等に基づいて行われ、取引結果は経理課で取りまとめ

の上、取締役会に報告されております。 

(5）取引の時価等に関する事項についての補足説明 

 取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あくまでもデリバティブ取引における名目

的な契約額、または計算上の想定元本であり、当該金額自体がデリバティブ取引のリスクを示す

ものではありません。 

２ 取引の時価等に関する事項 

  期末残高がないため、該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いております。 



（退職給付関係） 

前事業年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。 

２．退職給付債務に関する事項（平成18年３月31日現在） 

 （注） 退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用の内訳 

 （注） 簡便法を採用しているため、退職給付費用は「勤務費用」として記載しております。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務としております。 

当事業年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。 

２．退職給付債務に関する事項（平成19年３月31日現在） 

 （注） 退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用の内訳 

 （注） 簡便法を採用しているため、退職給付費用は「勤務費用」として記載しております。 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務としております。 

退職給付債務 43,335千円

未積立退職給付債務 43,335千円

退職給付引当金 43,335千円

勤務費用 5,576千円

退職給付費用 5,576千円

退職給付債務 49,287千円

未積立退職給付債務 49,287千円

退職給付引当金 49,287千円

勤務費用 9,063千円

退職給付費用 9,063千円



（ストック・オプション等関係） 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

       該当事項はありません。 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

前事業年度（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当事業年度（平成18年４月１日～平成19年３月31日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度 
（平成18年３月31日） 

当事業年度 
（平成19年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産    

賞与引当金繰入限度超過額 23,832千円

未払事業税否認 6,724千円

一括減価償却資産損金算入限度超過

額 
1,551千円

退職給付引当金繰入限度超過額 15,686千円

役員退職慰労引当金否認 45,575千円

 水道光熱費見積計上額 4,639千円

その他 9,146千円

繰延税金資産合計 107,156千円

繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額 

 繰延税金負債合計 

 

△5,146

△5,146

  

千円

千円

繰延税金資産の純額 102,010千円

繰延税金資産    

賞与引当金 26,158千円

未払法人税等 8,063千円

退職給付引当金 19,932千円

役員退職慰労金 48,200千円

未払水道光熱費 19,030千円

固定資産 22,428千円

その他 12,992千円

繰延税金資産合計 156,805千円

繰延税金負債 

 その他有価証券評価差額金 

 繰延税金負債合計 

 

△1,199

△1,199

  

千円

千円

繰延税金資産の純額 155,606千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の5以下であるため

注記を省略しております。 

法定実効税率 40.44％ 

（調整）     

住民税均等割 12.21％ 

過年度住民税均等割等 6.35％ 

交際費等永久に損金に算入されない

項目 

0.54％ 

その他 △0.17％ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 59.37％ 



【関連当事者との取引】 

前事業年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

１ 親会社及び法人主要株主等 

 該当事項はありません。 

２ 役員及び個人主要株主等 

 該当事項はありません。 

３ 子会社等 

 該当事項はありません。 

４ 兄弟会社等 

 該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 親会社及び法人主要株主等 

 該当事項はありません。 

２ 役員及び個人主要株主等 

 該当事項はありません。 

３ 子会社等 

 該当事項はありません。 

４ 兄弟会社等 

 該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前事業年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額      1,833円10銭           1,579円48銭 

１株当たり当期純利益金額       177円21銭          80円99銭 

   なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式がない

ため記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式がない

ため記載しておりません。 

     当社は平成18年４月１日付で株式１

株につき1.2株の株式分割を行っており

ます。当該株式分割が前期首に行われ

たと仮定した場合の前事業年度におけ

る１株あたり情報については以下のと

おりとなります。 

１株当たり純資産額    1,527円58銭 

１株当たり当期純利益金額  147円67銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額については、潜在株式がない

ため記載しておりません。 

 
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

当期純利益（千円） 197,943 117,174 

普通株主に帰属しない金額（千円） 5,000 ― 

（うち利益処分による役員賞与金）（千円） (5,000)   

普通株式に係る当期純利益（千円） 192,943 117,174 

普通株式の期中平均株式数（株） 1,088,799 1,446,729 



（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 平成18年2月24日開催の当社取締役会の決議に基づき、次

のように株式分割による新株式を発行しております。 

 1．平成18年4月1日をもって普通株式1株につき1.2株に分 

割します。 

 （1）分割により増加する株式数 

 普通株式    241,528株 

 （2）分割方法 

 平成18年3月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に

記載された株主の所有株式数を、1株につき1.2株の割

合をもって分割します。 

 2．配当起算日 

 平成18年4月1日 

  

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前

事業年度における1株当たり情報並びに当期首に行われ

たと仮定した場合の当事業年度における1株当たり情報

はそれぞれ以下のとおりとなります。 

前事業年度 当事業年度 

 1株当たり純資産額 1株当たり純資産額  

 1,289円62銭    1,527円58銭  

1株当たり純利益金額  1株当たり純利益金額   

 182円06銭 147円67銭  

なお、潜在株式調整後1

株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式がない

ため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後1株

当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式がないた

め記載しておりません。  

 － 



⑥【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資 

有価証券 

その他 

有価証券 
株式会社群馬銀行 13,597 11,354 

計 13,597 11,354 

銘柄 券面総額（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価証券 

満期保有

目的の債

券 

栃木未来債 3,000 3,000 

計 3,000 3,000 



【有形固定資産等明細表】 

（注）１ 「当期減少額」及び「当期償却額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

    ２ 「当期末減価償却累計額又は償却累計額」欄には、減損損失累計額が含まれております。 

資産の種類 前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額 

(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末
残高（千
円） 

有形固定資産              

建物 2,498,510 159,812 － 2,658,322 1,017,722
198,894 

(40,078) 
1,640,600

構築物 579,816 96,514 2,085 674,244 288,013
66,790 

(1,493) 
386,230

機械及び装置 33,047 3,834 － 36,881 23,304
4,681 

  
13,577

車両運搬具 6,545 － 6,545 － － 304 －

器具備品 293,950 22,199 1,200 314,949 225,995
48,362 

(2,852) 
88,953

土地 270,763 10,000 － 280,763 － － 280,763

建設仮勘定 44,635 296,870 334,399 7,106 － － 7,106

有形固定資産計 3,727,268 589,230 344,230 3,972,268 1,555,035
319,034 

(44,423) 
2,417,232

無形固定資産              

借地権 117,163 30,464 － 147,628 － － 147,628

商標権 30,000 － － 30,000 18,250 3,000 11,750

ソフトウェア 28,848 1,920 － 30,769 28,611 3,868 2,158

電話加入権 4,569 － 
71

 (71)
4,498 － － 4,498

その他 21,439 5,052 － 26,492 3,064 1,654 23,427

無形固定資産計 202,022 37,438 
71

 (71)
239,388 49,925 8,523 189,462

長期前払費用 93,309 33,765 
2,759

 (2,759)
124,316 36,589 6,466 87,726



 （注）重要な増加の主な内訳 

1 建物の増加  

川越埼玉医大前店  3,913千円 

所沢下富店 17,067千円 

海浜公園前店 53,185千円 

笠松運動公園前店 51,219千円 

真岡店 32,214千円 

2 構築物の増加  

川越埼玉医大前店 21,413千円 

所沢下富店 12,629千円 

海浜公園前店 22,622千円 

笠松運動公園前店 20,207千円 

真岡店 12,255千円 

3 器具備品の増加  

川越埼玉医大前店    441千円 

所沢下富店  6,876千円 

海浜公園前店  5,156千円 

笠松運動公園前店  5,021千円 

真岡店  4,504千円 

4 土地の増加  

笠松運動公園前店 10,000千円 

5 建設仮勘定の増加  

川越埼玉医大前店 25,336千円 

所沢下富店 44,469千円 

海浜公園前店 71,030千円 

笠松運動公園前店 85,269千円 

真岡店 61,436千円 



【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１ 「平均利率」については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の貸借対照表日後５年間における返済予定額は以下のとお

りであります。 

【引当金明細表】 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 240,000 240,000 0.988 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 460,120 468,376 1.569 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） 1,131,200 829,494 1.573 平成23年５月 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 1,831,320 1,537,870 － － 

区分 
１年超２年以内 

（千円） 
２年超３年以内 

（千円） 
３年超４年以内 

（千円） 
４年超５年以内 

（千円） 

長期借入金 430,276 273,676 118,856 6,686 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

賞与引当金 58,934 64,684 58,934 － 64,684 

役員退職慰労引当金 112,700 6,490 － － 119,190 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

ｂ 売掛金 

イ 相手先別内訳 

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

区分 金額（千円） 

現金 68,696 

預金の種類  

当座預金 20 

普通預金 354,252 

定期預金 424,500 

別段預金 1,553 

小計 780,325 

合計 849,022 

相手先 金額（千円） 

株式会社あしぎんディーシーカード 5,199 

株式会社ジェーシービー 3,964 

ＵＦＪニコス株式会社 1,586 

株式会社ジェフグルメカード 1,228 

三井住友カード株式会社 1,121 

シティコープダイナースクラブジャパン株式会社 54 

太田市 36 

その他 44 

計 13,235 

期首残高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

9,980 247,526 244,271 13,235 94.9 17.1 



ｃ 原材料 

ｄ 差入保証金 

② 負債の部 

ａ 買掛金 

品目 金額（千円） 

肉類 8,086 

ドリンク類 5,943 

青果類 1,409 

米穀類 1,518 

その他 11,090 

計 28,049 

区分 金額（千円） 

店舗 783,583 

その他 447 

計 784,030 

相手先 金額（千円） 

伊藤忠フレッシュ株式会社 56,226 

日本ミート販売株式会社 46,689 

南日本運輸倉庫株式会社 15,827 

雄峯食品株式会社  13,473 

株式会社ヤマタネ 13,082 

株式会社菱食 12,597 

株式会社カザミ 12,382 

日本ハム株式会社 8,730 

深谷米穀企業組合 8,018 

中山株式会社 7,356 

その他 44,909 

計 239,293 



ｂ 未払金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

従業員給与 195,030 

栃木社会保険事務所 27,078 

株式会社サクライ 5,795 

株式会社栃木読売インフォメーション  5,210 

株式会社日立情報システムズ 4,952 

新日本セシオ株式会社 4,293 

株式会社イーコム 3,486 

水野産業株式会社 2,727 

栃木労働局 2,597 

有限会社オーパス・アドエージェンシー 2,404 

その他 39,590 

計 293,167 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 (注) 当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項に掲げる権利、取得請求権付株式の取得を請求

する権利及び募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の権利を有しておりません。 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 1,000株券及び100株券 

剰余金の配当の基準日 
９月30日 

３月31日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

 野村證券株式会社 全国本支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店 

 野村證券株式会社 全国本支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

公告は電子公告により行う。ただし、事故その他のやむを得ない事由によ

り電子公告によることができないときは、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載ＵＲＬ 

http://www.fgarden.co.jp/ 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第25期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月26日関東財務局長に提

出。 

（2）半期報告書 

第26期中（自 平成18年４月1日 至 平成18年９月30日）平成18年12月21日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２３日

株 式 会 社 フ ラ イ ン グ ガ ー デ ン 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社フライング

ガーデンの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社フライング

ガーデンの平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 髙 木 勇 三 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石久保 善 之 

      



独立監査人の監査報告書 

  平成19年６月27日 

 株式会社フライングガーデン  

  取締役会 御中            

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 大村 廣   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 後藤 德彌  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社フライングガーデンの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第26期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表につい

て監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対す

る意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積

りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社フライングガーデンの平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以上

  

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に

添付する形で別途保管しております。 
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